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1. 調査概要 

 

（１） 調査対象 

千葉県経済同友会の会員 167 名 
 

（２） 調査方法 

  郵送による発送・回収のアンケート調査 

 

（３） 調査期間 

  2020 年１月 10 日（金）～2 月 14 日（金） 
 

（４） 調査票の回収状況 

  68 件（有効回答率 40.7％） 

 

  （参考）地域別回答率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※常磐・つくばエクスプレス沿線地域は、会員数が少ないこともあって回答が

得られなかった。 

 

（５） 設問内容 

 設問内容 

問１ 強風による被害の状況（ＦＡ→分析はＳＡ） 

問２ 停電による被害の状況（ＦＡ→分析はＳＡ） 

問３ 大雨による被害の状況（ＦＡ→分析はＳＡ） 

問４ 
強風・停電・大雨の被害に関する復旧状況（ＦＡ→分析はＳ

Ａ） 

問５ 防災対策・事業継続計画の取組状況（ＦＡ→分析はＭＡ） 

問６ 国・県・市町村に期待する災害時の対策（ＦＡ→分析はＭＡ） 

問７ その他の自由意見（ＦＡ） 

会員数
（社）

回答数
（社）

回答率
（％）

東京湾岸地域 107 43 40.2

アクアライン・
圏央道沿線地域

29 17 58.6

成田空港周辺・
印旛地域

12 5 41.7

常磐・つくばエクス
プレス沿線地域

3 0 0.0

銚子・九十九里・
南房総地域

8 2 25.0

東京都 8 1 12.5

合計 167 68 40.7
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（６） 本報告書を読む際の注意事項 

 表中の比率（％）は、小数点第２位を四捨五入して算出している。従って、率の合

計値が 100％にならない場合もある。 

 本文中の「ｎ」は、今回調査の設問に対する有効回答件数を意味する。 

 本文中の「ＳＡ」、「ＭＡ」、「ＦＡ」は以下の略称である。 

 「ＳＡ」（Single Answer）：単一回答形式（選択肢のなかから 1 つを選択） 

 「ＭＡ」（Multiple Answer）：複数回答形式（選択肢のなかから複数を選択） 

 「ＦＡ」（Free Answer）：自由回答形式 

 図表の表題の（ ）内は回答者の属性。 

 アンケートの回答形式は、全設問ともＦＡであるが、その回答内容をカテゴライ

ズし、設問によってＳＡまたはＭＡにて集計・分析を行った。 

 
（７） 回答企業の属性 

a. 規模 

回答企業の規模は、「大企業」が 47.1％、中小企業が 52.9％となっている。 

 
図表 1 規模 
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b. 本社所在地 

回答企業の本社所在地を地域別にみると、「東京湾岸地域」が 64.1％で最も多く、

次いで「アクアライン・圏央道沿線地域（25.4％）」、「成田空港周辺・印旛地域

（7.5％）」、「銚子・九十九里・南房総地域（3.0％）」の順となっている。 

なお、「常磐・つくばエクスプレス沿線地域」の回答企業はゼロであった。 

 
図表 2 本社所在地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
c. 業種 

回答企業の業種は、「卸売業・小売業」が 22.1％で最も多く、次いで「製造業

（19.1％）」、「サービス業（13.2％）」の順となっている。 

 
図表 3 業種 
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（ｎ＝67）
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2. 調査結果（サマリー） 

 

○ 2019 年９～10 月にかけて千葉県に襲来した台風 15 号・19 号及び 10 月 25

日の大雨による被害（以下、被害と記載する）について、「被害あり」と回

答した企業は 88.2％であった。本社所在地域別にみると、「成田空港周

辺・印旛地域」及び「銚子・九十九里・南房総地域」は回答企業の全てが

「被害あり」と回答した。 

○ 強風による被害について、「物損被害あり」と回答した企業は 67.6％、「企

業活動に支障あり」は 4.4％、「物損及び企業活動に支障あり」は 5.9％で

３者を合計すると、77.9％の企業に強風による被害がみられた。 

○ 停電による被害について、「被害あり（企業活動に支障あり）」と回答した

企業は 50.0％、「被害あり（企業活動に支障なし）」は 10.6％で両者を合計

すると 60.6％の企業に停電による被害がみられた。 

○ 大雨による被害について、「物損被害あり」と回答した企業は 40.3％、「企

業活動に支障あり」は 7.5％、「物損及び企業活動に支障あり」は 14.9％

で、３者を合計すると 62.7％の企業に大雨による被害がみられた。 

○ 強風・停電・大雨による被害の復旧状況（2020 年１月末時点）について、

「復旧した」と回答した企業は 56.9％、「復旧していない」は 43.1％であ

った。「復旧していない」を自然災害別にみると、「大雨」が 50.0％で最も

多く、次いで「強風（45.1％）」、「停電（42.1％）」の順となっている。 

○ 「復旧していない」と回答した企業の復旧状況をみると、大規模な倒木に

よる被害があった先を除いて、主要設備は復旧（90％程度修繕済みなど）

したものの、一部を復旧作業中または修繕業者と工事日程の調整中として

いる先が多い。 

○ 防災対策・事業継続計画の取組状況について、「事業継続計画の策定」が

50.0％で最も多く、次いで「防災備蓄品の配布（40.0％）」、「安否確認シス

テムの導入（28.0％）」、「避難・消防訓練の実施（18.0％）」「緊急連絡網の

整備（16.0％）」、の順となっている。 

○ 国・県・市町村に期待する災害時の対策についてみると、「迅速な災害情報

の提供」が 50.0％で最も多く、次いで「生活インフラ（水・電気・ガス

等）の防災力強化（25.0％）」、「河川・海岸等の治水対策（19.6％）」の順

となっている。 

 
（今後の作業について） 

今後は、上記の調査結果に加えて、統計分析調査やヒアリング調査を進めるとと

もに、千葉県の復旧・復興予算なども踏まえ、2019 年 7 月に発刊した「千葉県の 30

年後の将来像」における「安心・安全」分野の追加提言として取りまとめる予定。 
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3. アンケート調査結果 

（１） 調査結果（まとめ） 

① 被害の有無 

2019 年９～10 月にかけて千葉県に襲来した台風 15 号・19 号及び 10 月 25 日の大雨によ

る被害（以下、被害と記載する）について、「被害あり」と回答した企業は 88.2％、「被害

なし」と回答した企業は 11.8％であった。 

本社所在地域別にみると、「成田空港周辺・印旛地域」及び「銚子・九十九里・南房総地

域」は回答企業の全てが「被害あり」と回答した。 

 

図表 4 被害の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 5 被害の有無（属性別） 

 

 

 

 

 

 

被害あり

88.2%

被害なし

11.8%

（ｎ＝68）

（単位：％）
回答数
（ｎ）

被害あり 被害なし

68 88.2 11.8

大企業 32 84.4 15.6

中小企業 36 91.7 8.3

東京湾岸地域 43 86.0 14.0

アクアライン・圏央道沿線地域 17 100.0 -

成田空港周辺・印旛地域 5 80.0 20.0

常磐・つくばエクスプレス沿線地域 - - -

銚子・九十九里・南房総地域 2 100.0 -

建設業 5 80.0 20.0

製造業 13 84.6 15.4

電気・ガス・熱供給・水道業 4 75.0 25.0

情報通信業 4 75.0 25.0

運輸業 4 100.0 -

卸売業・小売業 15 100.0 -

金融業・保険業 7 85.7 14.3

不動産業 1 100.0 -

宿泊業・飲食業 4 100.0 -

教育・学習支援業 2 100.0 -

サービス業 9 77.8 22.2

規
模

本
社
所
在
地
域

業
種

全体
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② 強風による被害状況 

強風による被害について、「物損被害あり」と回答した企業は 67.6％、「企業活動に支障

あり」は 4.4％、「物損及び企業活動に支障あり」は 5.9％で３者を合計すると、77.9％の

企業に被害がみられた。一方、「被害なし」は 22.1％であった。 

 

図表 6 強風による被害状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 7 強風による被害状況（属性別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

物損被害

あり

67.6%
企業活動

に支障あ

り

4.4%

物損及び

企業活動

に支障あ

り

5.9%

被害なし

22.1%

（ｎ＝68）

（単位：％）
被害あり

物損被害
あり

企業活動
に支障
あり

物損及び
企業活動
に支障
あり

68 77.9 67.6 4.4 5.9 22.1

大企業 32 75.0 65.6 6.3 3.1 25.0

中小企業 36 80.5 69.4 2.8 8.3 19.4

東京湾岸地域 43 74.5 65.1 4.7 4.7 25.6

アクアライン・圏央道沿線地域 17 94.1 94.1 0.0 0.0 5.9

成田空港周辺・印旛地域 5 60.0 20.0 20.0 20.0 40.0

常磐・つくばエクスプレス沿線地域 - - - - - -

銚子・九十九里・南房総地域 2 100.0 50.0 0.0 50.0 0.0

建設業 5 80.0 80.0 0.0 0.0 20.0

製造業 13 76.9 69.2 0.0 7.7 23.1

電気・ガス・熱供給・水道業 4 75.0 75.0 0.0 0.0 25.0

情報通信業 4 50.0 25.0 0.0 25.0 50.0

運輸業 4 100.0 75.0 25.0 0.0 0.0

卸売業・小売業 15 86.7 80.0 0.0 6.7 13.3

金融業・保険業 7 71.4 57.1 14.3 0.0 28.6

不動産業 1 100.0 0.0 0.0 100.0 0.0

宿泊業・飲食業 4 100.0 75.0 25.0 0.0 0.0

教育・学習支援業 2 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0

サービス業 9 55.6 55.6 0.0 0.0 44.4

全体

規
模

本
社
所
在
地
域

業
種

被害なし
回答数
（ｎ）
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【具体的な被害の状況】 

（物損被害） 

・工事現場事務所の飛翔に伴う事務機器の破損及び書類の散乱。 

・車検センターの看板が倒れ、車両 10 台程度が下敷きになった。 

・ホテル外壁タイル等が落下したが、人的被害はなかった。 

・自社所有ゴルフ場で強風による倒木 400 本。 

・一部の店舗で屋外看板が破損した。 

・県内各事業所にて設備破損等の被害が発生（損傷個所は 53 か所） 

・社員の待機所が強風のため大破した。 

・事業所の屋根がめくれ、風雨の吹き込みによりパソコンなどの電子機器が破損。 

・太陽光発電のパネルが飛散した。 

・車輛のフロントガラスが強風で飛んできた看板により大破した。 

・一部の店舗で窓ガラスが割れ、雨水の侵入により機器類が故障。 

・成田空港内の上屋のシャッターが強風により湾曲してレールから外れた。 

（企業活動への支障） 

・受注していた宴会予約が多数キャンセルないし延期となり売上が大きく減少。 

・入居テナントの早期閉店及び臨時休業。 

・従業員が出社できない状況が続いた。 

・顧客発送用の商品が廃棄処分となった。 

・３階建ての材料倉庫の屋根が破損し、吹き込まれた強風で包装材料が破損した。 

・強風に伴い顧客の加入ケーブルが切断されサービスに影響が発生。 
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③ 停電による被害状況 

停電による被害について、「被害あり（企業活動に支障あり）」と回答した企業は 50.0％、

「被害あり（企業活動に支障なし）」は 10.6％で両者を合計すると 60.6％の企業に停電に

よる被害がみられた。「被害なし」は 39.4％であった。 

 

図表 8 停電による被害状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 9 停電による被害状況（属性別） 
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（企業活動
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50.0%
被害あり

（企業活動
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し）

10.6%

被害なし

39.4%

（ｎ＝66）

（単位：％）
被害あり

企業活動
に支障
あり

企業活動
に支障
なし

66 60.6 50.0 10.6 39.4

大企業 31 58.1 48.4 9.7 41.9

中小企業 35 62.8 51.4 11.4 37.1

東京湾岸地域 42 64.3 47.6 16.7 35.7

アクアライン・圏央道沿線地域 16 75.0 75.0 0.0 25.0

成田空港周辺・印旛地域 5 0.0 0.0 0.0 100.0

常磐・つくばエクスプレス沿線地域 - - - - -

銚子・九十九里・南房総地域 2 50.0 50.0 0.0 50.0

建設業 5 40.0 40.0 0.0 60.0

製造業 13 53.9 38.5 15.4 46.2

電気・ガス・熱供給・水道業 4 25.0 25.0 0.0 75.0

情報通信業 4 75.0 50.0 25.0 25.0

運輸業 4 50.0 50.0 0.0 50.0

卸売業・小売業 14 71.4 57.1 14.3 28.6

金融業・保険業 7 71.4 71.4 0.0 28.6

不動産業 1 100.0 100.0 0.0 0.0

宿泊業・飲食業 4 75.0 25.0 50.0 25.0

教育・学習支援業 2 50.0 50.0 0.0 50.0

サービス業 8 62.5 62.5 0.0 37.5

業
種

回答数
（ｎ）

被害なし

全体

規
模

本
社
所
在
地
域
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【具体的な被害の状況】 

（企業活動への支障あり） 

・支店の停電により３日間の業務停止。 

・24 時間停電のため、生鮮食品を廃棄処分した。 

・太陽光発電の停電による発電停止（地域によって４～８日間停止） 

・停電からの電力復旧に伴い、工作機械の基盤がショートした。 

・冷凍食品の廃棄により 300 万円以上のロスが発生した。 

・停電から操業開始まで１週間程度かかり、操業不可による逸失利益が生じた。あわせ

て、冷蔵保管機能消失により製品の品質変化が生じ損失が発生。 

・県内の 10 営業所のうち４営業所が３日間停電。 

・クリーンセンターが停電のため全ての焼却炉が運転停止。 

・君津の本社施設が３日間停電した。 

・自家発電対応がない店舗外ＡＴＭが休止を余儀なくされた。 

（企業活動への支障なし） 

・工場周辺一帯が数時間停電となったが、台風に備え、予め操業を停止していたので実

質的な被害はなかった。 

・停電時に非常用大型発電機に燃料を補給することで通常通り業務を実施した。 

・茂原地区での停電はあったが大きな被害はなし。 

・学校の校舎で広域停電があったが、大きな影響はなかった。 
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④ 大雨による被害状況 

大雨による被害について、「物損被害あり」と回答した企業は 40.3％、「企業活動に支障

あり」は 7.5％、「物損及び企業活動に支障あり」は 14.9％で、３者を合計すると 62.7％の

企業に被害がみられた。一方、「被害なし」は 37.3％であった。 

 
図表 10 大雨による被害状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 11 大雨による被害状況（属性別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

物損被害あり

40.3%

企業活動に

支障あり

7.5%

物損及び

企業活動

に支障あ

り

14.9%

被害なし

37.3%

（ｎ＝67）

（単位：％）
被害あり

物損被害
あり

企業活動
に支障
あり

物損及び
企業活動
に支障
あり

67 62.7 40.3 7.5 14.9 37.3

大企業 32 75.0 53.1 9.4 12.5 25.0

中小企業 35 51.4 28.6 5.7 17.1 48.6

東京湾岸地域 42 61.9 35.7 11.9 14.3 38.1

アクアライン・圏央道沿線地域 17 64.7 47.1 0.0 17.6 35.3

成田空港周辺・印旛地域 5 60.0 60.0 0.0 0.0 40.0

常磐・つくばエクスプレス沿線地域 - - - - - -

銚子・九十九里・南房総地域 2 100.0 50.0 0.0 50.0 -

建設業 5 60.0 60.0 0.0 0.0 40.0

製造業 13 53.9 15.4 7.7 30.8 46.2

電気・ガス・熱供給・水道業 4 75.0 50.0 25.0 0.0 25.0

情報通信業 4 50.0 25.0 0.0 25.0 50.0

運輸業 4 50.0 50.0 0.0 0.0 50.0

卸売業・小売業 15 73.3 53.3 6.7 13.3 26.7

金融業・保険業 7 71.5 42.9 14.3 14.3 28.6

不動産業 1 100.0 0.0 0.0 100.0 0.0

宿泊業・飲食業 3 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0

教育・学習支援業 2 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0

サービス業 9 33.3 11.1 11.1 11.1 66.7

業
種

回答数
（ｎ）

被害なし

全体

規
模

本
社
所
在
地
域
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【具体的な被害の状況】 

（物損被害） 

・大規模な用地造成現場にて法面が全面崩壊した。 

・屋根からの漏水により店内の絨毯・天井を張り替えたほか、什器・備品が廃棄処分と

なった。 

・茂原街道の土砂崩れにより営業車で外交中の社員 1名が立ち往生。社員に怪我はなし。 

・茂原の事業所が浸水（床上 70ｃｍ）し、電話、エアコンなど家財一式に被害が生じた。 

・自動販売機が 30 台、車両が２台、水没した。 

・１店舗で営業フロアに浸水発生。原状回復までに１週間程度を要した。 

・タクシーの車両が７台水没した。 

・協力会社の冠水被害に伴う製造機械の稼働停止により原材料の納入遅延が生じた。 

・学校の校舎の排水設備（雨樋など）が集中豪雨に対応できず床上浸水となった。 

・河川の氾濫による建物浸水（資機材等が水没）のほかガススタンド設備が故障した。 

（企業活動への支障） 

・一部地域では納品遅延や翌日回し等の対応となり取引先（小売業）に迷惑をかけた。 

・顧客のサプライヤが被害を受けて生産調整を行ったため工場の一部帰休を実施した。 

・従業員の帰宅困難者（10 名）が会社に宿泊した。 

・３階の倉庫が浸水し、包材が使用不可となった。 

・雨漏れにより販売商品が汚損した、 
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⑤ 復旧状況 

強風・停電・大雨による被害の復旧状況（2020 年１月末時点）について、「復旧した」と

回答した企業は 56.9％、「復旧していない」は 43.1％であった。 

「復旧していない」を自然災害別にみると、「大雨」が 50.0％で最も多く、次いで「強風

（45.1％）」、「停電（42.1％）」の順となっている。 

「復旧していない」と回答した企業の復旧状況をみると、大規模な倒木による被害があ

った先を除いて、主要設備は復旧（90％程度修繕済みなど）したものの、一部を復旧作業

中または修繕業者と工事日程の調整中としている先が多い。 

 

図表 12 復旧状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 13 復旧状況（自然災害別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

復旧した

56.9%
復旧して

いない

43.1%

（ｎ＝58）

（単位：％）
回答数
（ｎ）

復旧した
復旧して
いない

全体 51 54.9 45.1

物損被害あり 45 48.9 51.1

企業活動に支障あり 3 100.0 0.0

物損及び企業活動に支障あり 3 100.0 0.0

全体 38 57.9 42.1

停電被害あり
（企業活動に支障あり）

31 58.1 41.9

停電被害あり
（企業活動に支障なし）

7 57.1 42.9

全体 40 50.0 50.0

物損被害あり 26 46.2 53.8

企業活動に支障あり 5 40.0 60.0

物損及び企業活動に支障あり 9 66.7 33.3

強
風

停
電

大
雨
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【復旧していない企業の復旧状況】 

・応急処置は全て施すものの、完全復旧は素材及び人手不足のため未だ完了していない。 

・天然材供給地の山林が全て破壊されたため、供給の目途が立てられない。 

・工場の各種破損は 90％程度修繕済み。生産調整による帰休は終了し、90％の生産回復。 

・空調の修理等は業者の日程がつかず、これから修理する。 

・館山事業所は、大規模な倒木の為、１月現在もふもとからの仮設電源ケーブルにより

電力供給を行っている。今後、東電の調査後、復旧作業にとりかかる予定。 

・一部の拠点においては、外壁等ブルーシートの仮設対応としており、補修工事を待っ

ている状況。 

・工場の屋根の一部は未改修。 

・被害施設の復旧見積が 2019 年 12 月に完了。2020 年１月には保険金額が確定し始めた

段階で、2020 年３月迄には概ね復旧完了予定。 

・被害が大きく、多くの業者に声はかけたが対応できない時期が長かった。復旧工事の

進捗は５割程度で年度末には完全復旧には至らない見込み。 

・自社所有のゴルフ場で倒木 400 本の被害。コース内は復旧済みであるが、コース外の

倒木は順次整理中。 

・浸水した店舗で機器修理が残るものの、その他については復旧し、通常営業となって

いる。 

・壁の倒壊は、がれきの撤去以外行えていない。その他は復旧済み。 

・千葉工場の損害のうち業者に修繕工事を依頼しているが、工事日程の調整がつかず、

いまだ修繕されていないが、事業継続には問題ない状況である。 
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⑥ 防災対策・事業継続計画の取組状況 

防災対策・事業継続計画の取組状況について、「事業継続計画の策定」が 50.0％で最も

多く、次いで「防災備蓄品の配布（40.0％）」、「安否確認システムの導入（28.0％）」、「避

難・消防訓練の実施（18.0％）」「緊急連絡網の整備（16.0％）」、の順となっている。 

 

図表 14 防災対策・事業継続計画の取組状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（その他） 

①ハード面の対応 

・全営業所に停電時の予備電源を配備。 

・新素材の屋根張替えによる耐震、耐風対策。 

・製造機械などを複数設備する。 

・大雨時に冠水が懸念される地下設備の地上への移設推進。 

・代替拠点の確保。 

・車の水没対策用の道具の支給。 

・防護ネットの設置。 

②ソフト面の対応 

・社員全員にテレワークを導入。 

・データのバックアップの徹底。 

・災害保険の内容の見直し。 

・社内危機管理 NEWS を定期的に発信。 

・事業継続が可能なよう社内財務体質を強化。 

・台風接近時、総務担当者が宿直し、対応に備えた。 
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図表 15 防災対策・事業継続計画の取組状況（属性別） 
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そ
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50 50.0 40.0 28.0 18.0 16.0 34.0

大企業 25 56.0 44.0 28.0 20.0 12.0 32.0

中小企業 25 44.0 36.0 28.0 16.0 20.0 36.0

東京湾岸地域 33 57.6 39.4 30.3 24.2 18.2 33.3

アクアライン・圏央道沿線地域 12 41.7 41.7 25.0 8.3 16.7 33.3

成田空港周辺・印旛地域 3 0.0 66.7 33.3 0.0 0.0 33.3

常磐・つくばエクスプレス沿線地域 - - - - - - -

銚子・九十九里・南房総地域 2 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0

建設業 5 40.0 60.0 0.0 0.0 20.0 0.0

製造業 12 66.7 50.0 41.7 25.0 25.0 25.0

電気・ガス・熱供給・水道業 4 75.0 25.0 50.0 0.0 0.0 25.0

情報通信業 2 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0

運輸業 2 0.0 50.0 50.0 0.0 0.0 50.0

卸売業・小売業 11 27.3 27.3 27.3 9.1 18.2 72.7

金融業・保険業 6 66.7 50.0 50.0 50.0 33.3 16.7

不動産業 1 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

宿泊業・飲食業 4 50.0 25.0 0.0 25.0 0.0 25.0

教育・学習支援業 1 100.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

サービス業 2 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 50.0

全体

規
模

本
社
所
在
地
域

業
種
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⑦ 国・県・市町村に期待する災害時の対策 

国・県・市町村に期待する災害時の対策についてみると、「迅速な災害情報の提供」が

50.0％で最も多く、次いで「生活インフラ（水・電気・ガス等）の防災力強化（25.0％）」、

「河川・海岸等の治水対策（19.6％）」の順となっている。 

 

図表 16 国・県・市町村に期待する災害時の対策 
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・旧耐震基準構造物への早急な対応。 

・強風に耐えうる建築基準の見直しと既存建物の改修支援・補助制度の制定・強化。 

・災害ごみの処理問題に対する対応力強化。 

・出張者の臨時宿泊施設の確保。 

・市町村の第３セクター「道の駅」による委託販売商品への損害保険加入。 

・県及び市町村のスピーディな災害対応・対策。 

・子供たちの一斉帰宅時の安全確保。 

・自治体が災害時に地域金融機関に対して期待する具体的事項の共有。 
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【上位５項目の主な意見】 

 

ａ．迅速な災害情報の提供 

・災害発生時の被害状況とライフラインの復旧予測の情報公開を素早く行う。 

・的確な情報収集と被災度合いによる対策情報の公開（停電時に復旧見通しが分かれば

様々な対応ができる）。 

・体制を整える為の時間を多く稼ぎたいので、大雨、洪水、強風等の警告をなるべく早

くアナウンスして欲しい。 

・防災無線が全く聞き取れず、情報収集が出来なかった（県内各所）。正しい情報の伝達

が早急に出来るような共通のホットラインの構築（ＳＮＳ等）が必要。 

・河川の氾濫地点、がけ崩れによる通行止め地点、交通規制地点を「Google マップ」の

交通情報にリアルタイムに掲載して欲しい。 

・河川の越水や堤防の決壊等の懸念のある地点にライブカメラを設置し、住民もリアル

タイム（動画）で切迫感を共有できるようにし、迅速かつ自発的な避難行動を可能とす

るようにしたい。 

 

ｂ．生活インフラ（水・電気・ガス等）の防災力強化 

・停電復旧に対し、東京電力との強固な連携対策を期待する。 

・インフラ強化（堤防強化、無電柱化、排水管の耐震化など） 

・公共施設の建て替えなどでは、ガスコージェネレーションシステムなどの採用を促進

するよう要望したい。 

・電気、都市ガスが途絶えた時に使える独立分散型エネルギーの普及促進。 

・インフラ設備の強化。電気・水道・ガスの老朽化の改善。 

 

ｃ．河川・海岸等の治水対策 

・10 月 25 日豪雨による養老川の氾濫危機、支流の越水（バックウォーター現象）など地

域社会が混乱した。川床の浚渫、堤防の補強など河川整備の強化が必須である。 

・今次のような風水害に対する防災・減災対策（河川、下水道の想定雨量の見直し） 

・マンホールから逆流がないよう配管の整備。 

・道路冠水場所（毎回冠水する）の排水工事による整備をお願いしたい。 

 

ｄ．国・県・市町村の連携強化 

・都道府県を越えた広域的な災害について、国の調整体制（迅速に）の構築と地方への

権限移譲。 

・想定外の災害にも対応できるような対策、また復旧までに相応の時間を要しているこ

とから、国、県、市町村で連携し、十分な対策を行って頂きたい。 

・茂原市は非常に水害に弱い地域です。国・県・市が一体となって対策してもらいたい。

抜本的対策がないと茂原は非常に生活しづらい町になってしまう。 

 

ｅ．交通インフラの防災力強化 

・交通関係（特にＪＲ）のインフラが自然災害に対して脆弱。鉄道会社に加え、国・県・

市町村としても何らかの対応を期待したい。 

・災害時に起こる交通渋滞の緩和。→停電時でも信号が動くよう大きな道路に設置され

ている信号機に電気自動車や燃料電池などから電気を供給できる仕組みづくり。 
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図表 17 国・県・市町村に期待する災害時の対策（属性別） 
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